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一23－   
く謬ばじめに   
この論文を通していいたいのは、もっと企業は顧客のことを考えなけれぼならない。さもなけれぼ、世界  
中に存在する競合他社との競争に負けてしまうだろう、ということである。   
想定している企業は、ハードウェアとしてのパソコンを製造する企業、ソフトウェア・ハウス、周辺装置  
メーカ、プロバイダ業者、レコード会社などなど、コンピュータ・ネットワークに関係する、もしくは関係  




きれぼさけたいものだ。   
喜んでテマヤヒマやカネをかけるのはそうそういない。そ・ういう人種は、セックスよりもエニックスが好  












思うからだ。今のコンピュータ・ネットワークの泳れもそれに後押しされているのではなかろうか。   
そんなことをいろいろ考えてはみるが、そもそもはたわいもない動機からこの論文をかこうと思った。い  
ちおう最善は尽くすが、もっとも静文と呼ぺるシロモノになるかどうかは分からない。ヒマなお人は読んで  
下さい。テマヤカネはかけません。   
∫巌文骨子   
○木藤文の厨的  











次に、企業がコーポレイトガバナンスのグローバル・スタンダードを満たすためには、利益の拡大を実   
現することが必要条件である、ということを説明する。  
その利益の拡大を実現するためには、費用の増加を上回る収益の増加を実現すること、あるいは収益の減   
少を上回る費用の減少を実現することが必要十分条件である。  
だから、まず、費用の増加を上回る収益の増加の集親のための必要十分森件を説明し、次に、収益の減少   
を上回る費用の減少の実現のための必要十分条件を説明する。そして、これによって、利益の拡大の実現の   
ための必要十分条件を説明する。   
－24－   
それから、そのためには、「価値中心的企業間関係」（詳細後述）を構築することが必要条件である、と  
いうことを説明する。   
さいごに、新しいビジネス・モデルの特徴をまとめることによって、企業が、コーポレイト・ガバナンス  
（企業統治）のグローバル・スタンダード（世界標準）を満たすためには、今までとは概念的に異なる経緯  
戦略を策定することが必要条件であることを説明する。   
◎凍れの藍曹   




（d）：「収益増加分＞費用増加分」   














といえる。   
以上が、本給文の骨子である。   






常連③：技術革新が頻繁に見られ、かつその方向性はしばしば不連続的であること   
これら3つの前浸が成立する事業環境は、企業経営者にとっては、感覚的に「ややこしい」と形容でき  
る。だから、ここでもこれを「ややこしい事業環境」とひっくるめて呼んでおく。   
○前提①   





財が組み合わさる必要がある。   
ところで、生産と消費が時間的、空間的にずれて行われるという意味では、ソフトウェアもサービスでは  
なく製品（モノ）ととらえられる。上の例では連結する財はモノであったが、モノとサービスが連結する場  
合もある。   
たとえば、メインフレームである。顧客企業がメインフレームを利用してイントラネットを構築するとき  




る。   
つまり、メインフレームというモノの他に、リースという金融サービス、イントラネット導入に関するコ  
ンサルティング・サービス、ソフトウェアの提供、メンテナンス・サービス、これらを組み合わせていると  





う。   
つまり、上映された映画作品だけでも価値は生み出されているし、顧客は便益を受け取ることができる。  
しかし、それに付随して新しい付加価値が生み出され、顧客はさらに高い便益を得る可能性が出てくるとい  
うことである。   
◎前握②   
軽質洗剤という財をとりあげる。これは、セーターヤプラウスやスカーフなどの、おしゃれ着を洗うため  
の洗剤である。あまりひどく汚れることはないが、洗濯する際には気をつけなけれぼならない衣類である。  
逆に、重質洗剤とは、ひどく汚れることが多いが、それほど気を遣うことのない下着類に用いられる。   
日本の軽質洗剤市場において、かつてのリーダーはP＆Gのモノゲンというブランドであった。現在のリー  
ダーはライオンのアクロンであり、それを猛追しているのが花王のエマールである。ちなみに花王はエキセ  


























できているのかもしれない。   
他方、P＆Gのモノゲンは、羊のマークに象徴される毛糸のセーターのための洗剤という負のブランド資  
産に悩んでおり、最近では羊のマークを捨てることはせずにそれに象徴されるモノゲンの消費者イメージを  
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変化させようとしているのがみてとれる。しかし、まだ有効なポジショニングが実現できていないといえ  




う。   
呵粛虐③   














はコンピュータはただのハコである。そ・のために、ソフトウェアの変更という不連続性が生まれる。   
こうして、データ処理の費用は信じられないようなスピードで低下していき、その結果、コンピューティ  
ング・スタイルの変化が可能になる。メインフレームがパソコンネットへという変化は、きわめて巨大な変  
化である。   
鳳経営戟席の位置付け   
ここでは、企業経営における諸概念を説明することで、経営戦略の位置付けを概念的にをおこなう。   
○経営凛念   
経営理念とは、組織の存在意義や使命を普遍的な形で表した基本的価値観である。つまり、会社は何のた  
めに存在するのか、会社経営の目的は何なのか、会社経営はどのような形でおこなうぺきなのれなどとい  
うことである。よく似た内容の言葉に、企業理念や企業ビジョンなどがある。   
◎経営戯昭   
経営戦略とは、企業の持続的競争優位性を確立するための基本的棒観みであり、経営理念を具体化したも  
のである。経営戦略は、大きくは、全社戦略と事業戦略に分けることができる。   
◎全教厳密   
全社戦略とは、複数の事業単位を包括した上で、持続的競争優位性を確立するためにおこなうぺき方針の  
決定である。つまり、事業ドメインの選定や、事業ポートフォリオ分析、経営資源配分や事業多角化などに  
関する決定である。   
事業ドメインの選定とは、企業の競争する領域を限定して組織活動に方向性やアイデンティティーを与え  
ることである。ひらたくいえぼ、世の中にある金儲けのネタの中からどれを選ぶのか、運んだ複数のネタは  




－27－   
はあるのか、今のネタの組み合わせで本当にいいのか、などということである。  
図表1：経営戦略の概念的位置付け  














































意なのか（強みの発見）、何が不得意なのか（弱みの発見）、などということである。   
このような事業戦略をより具体的な形にしたのが事業計画である。これらの相関関係を図示すると、上の  
図表1のようになる。   
∬利益鉱夫の必要性   
ここでは、企業がコーポレイト・ガバナンスのグローバル・スタンダードを満たすためには、利益の拡大  
を実現することが必要条件であることを説明する。   
コーポレイト・ガバナンスのグローバル・スタンダードを満たすことの必要十分条件は、基本的に、企業  
経営の効率性を高め、競争力を維持発展させることと、企業経営の透明性と公正性を確保することである。  
つまり、株主にとっての企業価値を高めることと、経営に関する情報を適時適切に開示することである。   
前者の条件は、自己資本利益率鰐OE，鮎ぬrnOnEq扇ty）を向上させることであるといえる。このとき、  
ROE＝利益／自己資本  




ー28－   
＝売上高利益率×絵資産回転率×財務レバレッジ  
であることより、ROEは十分向上するといえる。   
すなわち、株主にとっての企業価値を高めるためには、利益の拡大を実現することは必要十分条件であ  
る。ゆえに、企業がコーポレイトガバナンスのグローバル・スタンダードを満たすためには、利益の拡大  
を実現することが必要条件である、といえる。   
ただし、このときの利益は、企業の財務活動にはよらず、営業活動から直接的に生み出された利益、つま  
り営業利益を意味することにする。経常利益や特別利益や税引後純利益は分析の対象外とする。   
企業は、利益を拡大させることで収益性を向上させることを目的に、事業展開していかなけれぼならな  







であることより、営業費用の増加を上回る営業収益の増加を実現することが必要条件である。   
ここでは、営業費用の増加を上回る営業収益の増加の寛現のための必要十分条件を説明する。つまり、ど  
のように収益を増加させるかによって、どこまで費用構造を変化させることができるのか、そして、どのよ  
うに価格対価億比を変化させることができるのか、ということである。   










単価†かつ生産数売量†、のいずれか。   
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双方（オシャレなデザインのパソコン  
とそこにプレインストールされたOS）  
















































益は得られていると想定できる。   
この場合、図表3がかけて、それより、  
riニp q●－p q  
yニP暮x  















収益の増加分  O「単厨→かつ生産新嘉量りのとき   
収益の増加分が費用の増加分よりも大き  y＝P★x  
Y＝＝P X   
Y＝aX＋b  








といえる。  q q－   生産販売量  
図表6：単価†かつ生産販売量†のときに  
許容される費用構造の変化  
◎r単価チかつ生産新芽量りのとき   
収益の増加分が費用の増加分よりも大き  
くなるための条件を説明する。単価を上昇  














q★  生産販売量  
◎まとめ   
利益の拡大を実現するためには、収益の増加分が費用の増加分よりも大きいことが必要である。以上よ  
り、そのための必要十分条件は、どのように収益を増加させるかによって、以下のように整理できる。  
（1）財の単価を据え置いたまま生産販売量を増加させるとき   
いつでも利益は拡大する。  








（3）財の単価を上昇させ、かつ生産販売量も上昇させるとき   
以下のすべてを満たしていること。つまり、  
財に新たな付加価値をつけること、  






変化後の固定費は、当初の固定費と収益の増加分の合計をこえないこと。   




ることができるのか、ということである。   

















y三＝P X  
Y＝a X＋b   
y＝a●x＋b  
収益・費用  
a q＋b  





q  生産販売王  











Y＝P X  
固定費の3つの変数を扱うことになる。つ pq－Cd  
まり、営業費用を減少させるためには、  
この3つの変数のいずれかを操作すること  
が条件になる。   
これを整理すると、生産販売量を変化  生産販売量   
きせるが、変動比率も固定費も変化させ   
ないときは、生産粛整をしているといえる。また、変動比率や画定費を変化させるが、生産販売量は変化さ   
せないときは、費用構造の改善による合理化をしているといえる。生産欺売畳も変動比率も固定費も変化さ   
－32－   





















y＝P X  
q－  生産販売量  
部に存在する戟略要因だから、費用構造  
の変化のみを分析対象とし、生産調整を分析対象としないことは適当である。   
さらに、任意の状態において、生産販売量を故意に減少させることは企業の収益の減少を意味するといえ  
る。だから、企業には生産販売量を維持する、もしくは拡大させる動機しか存在しない。つまり、ここでは  



















P q  
Y＝＝P X  
生産販売量  
低い理容師を雇う動機はない。値段を下  









Cd＝a q－a q●  
であり、図表8より、このときの条件は、  
以下のようになる。  





















とできる。   




y＝P X  






（2）「変動比率→かつ生産販売量→かつ固定費J」のとき   
営業費用が減少してかつ営業収益が変化していないので、明らかに営業利益は増加する。だから、このと  
きの条件は、図表10より、以下のようになる。  






p－Cd／q＜p■＜p   
◎穿とぁ  












ここでは、新規顧客を獲得することは、必ずしも利益の拡大を実現するとはかぎらない、ということを鼠   
明する0最初に、新規顧客を獲得することが、「以前と比べて」「相対的に」困難になづていることを説明   
－34－   
する。次に、仮に新規顧客獲得が実現したとしても、各顧客層の中で、新規擬客は必ずしも利益への貢献度  
が高くない、ということを説明する。これらのことから、新規顧客獲得行動は、必ずしも利益の拡大を約束  
しない、ということを説明する。   
Ⅴでは、収益の増加が費用の増加よりも大きくなるための条件を説明した。つまり、企業に収益を増加さ  
せる動機が存在するとき、財の付加価値がどのように変化しなけれぼならないのか、そしてそれゆえに生じ  
る費用構造の変化がどこまで許容されるのかということであった。   
他方、Ⅵでは、費用の減少が収益の減少よりも大きくなるための条件を説明した。つまり、企業に費用構  
造を減少させる動機が存在するとき、財の付加価値がどのように変化しかナれぼならないのれそしてそれ  
























（熱狂的マック・   








る男性など）。   
なお、任意の財においてすべての顧客の実際の購眉行動や購買実演が等しい、と考えることは明らかに不  
自然であるから、上の顧客の分紫方法は適当である。   
鵬普攫停の芽化   
この分柴にしたがえぼ、新規顧客を獲得することは、潜在顧客を自社の新規顧客に変えること、あるいは  
競合他社の既存顧客を自社の新規顧客に変えることである、といえる。つまり、自社にとっての潜在顧客を  
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なぜなら、この段階ではすでに消費者ニーズの「轟る程度の」多様化は想定できるからである。消費者全  
体が同一ニーズを持っていると考えることは明らかに不自然である。しかし、この時点でのニーズの多様化  
は「ある程度」のものであり、他方、前提①のニーズの多様化は「かなりの程度」のものだとする。   
市場のセグメント化のためには、地理的変数、人口動蕃変数、心理的変数、行動変数などの変数の中から  
セグメント化の判断軸を発見することが必要であり、さらにその判断軸で分割された小集団において、顕在  
化ニーズと潜在的ニーズをともに把握することが必要である。   
次に、標的とするセグメントを選択する必要がある。つまり、把握した顕在化・潜在的ニーズの中から、  
市場規模、自社の強み、製品ライフサイクル、競合の戦略などの判断基準にしたがって、自社が満たしても  
割に合い、かついまだ十分には満たされていないニーズを発見することが必要である。   
この段階で、新規顧客を獲得するためには、ニーズの正確な把撞と満たされていないニーズの発見が必要  




る。   




る。また、この場合の顧客層とは、宣伝者、優良顧客、成長顧客、新規顧客の既存顧客である。   
分類基準の定義、つまりどの程度の利用実演があるかという顧客行動の戟点からは、宣伝暑がもっとも収  
益の増加に貢献しており、新規顧客はその逆であることは自明である。したがって、既存顧客を維持してヘ  
ビー・ユーザを増やしていくことの2つの意義を説明することにする。   




した内容を転用する。これはrMBAマーケテイングJよりの転用である。   
既存顧客を維持し続けることで収益性が向上する構造には5つの要素がある。ここでは基礎利益以外の要  
素について覿明する。   




年目の顧客に比較して年阻購入額が約80％大きかったという。   









のである。   
③紹介利益  





士、専門医のことを想起すれぼ、そのことは納得いくであろう。   






ビスに対しても興味を抱くようになる。   






なる。   
（3）顧客維持の経済的インパクト   
次に、顧客を維持して利用頻度を高めたときの収益への貢献度を定量的に分析する。これも rMBAマー  
ケテイング」よりの転用である。   
これは、あるリゾート施設を経営するZ社の収益に顧客維持が与えるインパクトを、顧客満足度の因子と  
リピータ化の因子、リピータのリピート回数の3つの因子に分解してシュミレートしたものである。   
以下のことを前提する。  
現在ののペ年間顧客数  ：20万人  
（うち新規顧客）  ：12万人  
現在のZ社の売上高  ：100億円  
現在のZ社の常葉利益  ：26億円  
新規顧客の満足度  ：80％  
満足した新規顧客のうち、リピータになる率：30％  
リピータのリピート回数  ：2．8回  
顧客1回利用当たり収入  ：5万円  
新規顧客の営業利益率  ：10％  
リピータの営業利益率  ：50％  













－37－   
客満足度を上げるということは、寂客不満足度を下げることにつながり、ポジティプなクチコミ以上に広が  
りが早く、かつ影響力の大きいネガティプなクチコミ効果を投首することにつながるのである。  























値を増加させることが必要だとできる。   
ここでは、財の付加価値を増加させるための条件を説明する。   






提供しやすい。中核財からしぼしぼ派生する。   
この連結財の付加価値を増加させるためには、中核財の製品特性にしたがって衛星財を新たに付加するこ  
とが必要である。または、遠藤財を構成する個々の財の付加価値を増加させることが必要である0ここで  




財を確保するための条件を鋭明することにする。   









（3）仮に代替されたときの対策を練っておくこと   
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したがって、代替されにくい財を選択しておくための条件は、自社の競争優位性の源泉を正確に把握して  
おくことである。   
（2）代替されないようにすること  
①自社の強みの保護   
いかに自社の強みに基づいた中核財であろうと、技術革新の激しい業界構造では、競合他社に代替されて  




グ・ファームなど）、待遇改善や人事教育などによって保護しなけれぼならない。   

















という経験則をとなえたのは有名な看である。   
















テマを注げぼいいことになる。つまり、内部経営資源を自社の強みの充実に重点投資するのである。   













で、ほとんどは外部に委託することになるし、他は内部で抱えることになる。   
すなわち、不確実性やリスクを最小にするという観点から、いくつかの衛星財事業を外部に委託するこ  
と、あるいは外部からの申し入れを受けることが必要になる。そして、その結果、中核財を中心として企業  
群が連結されることになる。   
（3）仮に代替されたときの対策を練っておくこと   
企業の競争優位性はいつか崩れることになる。前提③より、技術開発の方向性がよく変化する業界におい  
は特にあてはまる。よって、仮に代替されたときの対策をねっておくことが必要になる。つまり、研究開発  
や製品開発の体制の充実が必要になる。   
◎中線財として適当を財が各線内部にをいとき   
次に、ふきわしい中核財が自社内部にないときには、次のいずれかの方法をとることが必要になる。  
（1）代替してしまうこと  
（2）チャンスを待ってみること   




である。   
①技術開発の方向性を変えてしまうこと   
既存の中核財の優位性は競合他社にあり、自社にはない。○で説明したように、競合他社が代替されない  
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ある。   
先にあげた3つの発明がおこなわれるまでは、半導体技術もかなり不連続なものであった。たとえば、ゲ  
ルマニウムトランジスタからシリコントランジスタへの半導体材料の面での技術の転換があったし、単導体  
の製造方法にもさまざまな方法が開発されていった（接合型、合金型、ガス拡散法など）。   




外部企業もまきこんだ情報発信活動が必要になってくる。   













顧客にとっての具体的な価値を伝達しようとしている。   
（2）チャンスを待ってみること  
（1）で説明したことは、大きなリスクをともなう。競■合他社との全面対決に陥るからである。ときには、そ  
うしないことも必要である。   
競合他社の中核財を代替するのではなく、衛星財草葉を請け負うことも考えられる。それを自社にとって  




ルのものを、OSはマイクロソフトのものを採用した。   
完成したIBM－PCは、性能的、機能的にとりたてて画期的なところはなかったものの、工BMのブランド・  
パワーか、好調な売上を記録し、最終的には世界標準の地位を確立することになる。IBMが製品仕様をある  








Window＄というOSの価値がほしいからだといえる。   
ちなみに、厳密にはMS・DOSはマイクロソフトが開発したものではなく、他のソフトウェア・ハウスが開  
発したのをマイクロソフトという名前で売り出したものである。マイクロソフトは競争優位性の源泉を自社  
開発したわけではないのである。   
¢僑信中心的企業簡閲傍  
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00ともに、財の付加価値を増加させるためには、自社と外部企業との競争関係や協力関係などの相対的  
位置付けを自社に有利なものにすることが必要になってくる。ここでは、そのような企業間関係について分  
























きる。   
いま、自社が中核財を抱えている本社だとし  





傘下取り込みによるもの（M＆Aな  下請企業   
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ど）、他企業との事業捜掛こよるもの（共同出資）、本社からの分社化によるものである03つめは、さら  
に、本体の既存の部分を分健する場合と、まったく新規の設立する場合とに細分することができる○   
いずれにしろ、この場合には、企業グループ内から衛星財を箆供することになる。グループ全体の不確実  
性やリスクは、関係会社を設立することによって、少なくなるかもしれないが、逆に市場環境の変化（前提  
②より）や急激な技術革新（前箆③より）に対応できなくなるリスクは依然と残っているといえる0   
他方、外部企業に衛星財の事業をまかせるとき、力関係が流動的な以上、企業間の不確実性は高まるおそ  
れはあるが、同時に市場環境の変化や急激な技術革新についていけなくなるというリスクは分散することが  






















図表21：ビジネス・モデルの比較   
そしてそのためには、上のようなビジネス・モデルを構築し、それにもとづいた経営戦略の策定が求めら  
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香おわりに   
マイクロソフトがソフトウェアの販売方法をめぐって公取委と喧嘩をしている。OS市場での圧倒的な支  
配力を背景に、自社アプリケーションをハードウェアと抱き合わせで販売することを強制していたらしい。  
もちろん、マイクロソフトは否定しているが。何とタイムリーなことか。   
個人的には当然の流れだと思う。現在のパソコン市場において、中核財の地位を占めているのは、明らか  
にOSであり、Windowsである。中核にあるということは、顧客の関心をもっとも集めている、あるいは価  





ずりおろすのは大変なことだ。   
もちろん、マイクロソフトが市場を支配することで、われわれ消費者が泣きを見ることになっては困る。  
だから、公取委には監視していてほしいのだが。監視するぺきだが、その流れには抗しがたい、という感想  
を少し述べただけである。   
この論文を作成するにあたっては、本当にたくさんの人にお世話になった。この場を借りてお礼を申し上  




ございました。   
友人の児玉恵さん、江頭史倫くん、大山栄太くん、井村弘一くん、論文を書くのに飽きたときは電話  
で舌の相手をしてくれて、本当に助かりました。ありがとうございました。ゼミの同期生のみなさん、お互  
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